
税理士連絡協議会

令和５年９月７日（木）

午前 10時 00 分～     

あさひホール（ラピオ５階）                         

１ 支部長あいさつ

２ 税務署長あいさつ

３ 議題

（１）ダイレクト納付の利便性向上について【管理運営】

  別添資料参照

（２）確定申告関係書類の印刷部数削減について【個人】

（３）相続税 e-Tax の更なる積極的な利用に関するお願い【資産】

  別添資料参照

（４）扶養控除等の是正通知書について【法人】



ダイレクト納付（e‒Taxによる口座振替）は、あらかじめ利用届出書を提出することで、e‒Taxを利用して申告等した後、簡単な操作で、即時
又は期日を指定して預貯金口座からの口座引落しにより納付できる制度。

現行制度

電子申告（期限内申告に限る。）と併せてダイレクト納付を行う意思表示を行うこと（税額が１億円以下(注)の場合に限る。）で、各申告手続の
法定納期限に自動的に口座引落しを実施する。当該手続が法定納期限に行われた場合は、その翌日に自動的に口座引き落としを行うこととする
とともに、その納付については期限内の収納として取り扱う規定を設ける。
(注)経過措置が設けられる予定。

改正概要

税理士

申告書を送
信

改正のイメージ

法人(納税者)の経理担当者

税理士 e‒Tax
• ダイレクト納付を利用する意
思表示を付与（チェックボッ
クスにチェックを入れる。）
した上で、申告書を送信。

e‒Tax
• 引き落とし依頼（納付指
図）データをe‒Tax内に保持。

納付指図
• 引き落とし依頼（納付指示）データ
を、法定納期限に金融機関へ送信
（法定納期限当日に電子申告等が行
われた場合は、翌日に送信。）。

• 電子申告後に、法定納期限（又は法定納期限翌日）に自動的に口座引き落としされる旨を連絡

電子申告時にダイレクト納付の手続まで完了するため、利便性が大幅に向上。
税理士は、ダイレクト納付の手続を直接行わないため、心的リスクが低減。

税理士
e‒Tax

納付指図
電子申告の後に、ダイレクト納付の手続を行う必要があり、手間がかかる。
税理士が納税者に代わってダイレクト納付の手続を行うことができるが、納付の手続自
体を行うことに対する心的リスク（納付手続に直接・間接に起因し資金ショートが起
こった場合に納税者との間でトラブルに発展するなど）があり、ダイレクト納付の利用
が阻害されている可能性がある。

現行制度におけるイメージ
〇
〇
銀
行

法人(納税者)の経理担当者

〇
〇
銀
行

• 引き落とし日の調整

ダイレクト納付の利便性向上（令和５年度税制改正）

【 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 以 降 】






